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（要旨） 

 本稿においては、高額所得者の分布についての新しい推計と最近の我が国における課税

所得の弾力性に関する実証結果を用いて、我が国の最適な最高限界税率を導出した。2003

年度の高額納税者番付を利用した推計では、パレート分布の係数αは 2.1 と推計された。こ

れは、溝口(1987)の先行研究と比較して、最近の米国ほどではないが、我が国におけるスー

パーリッチへの所得集中が進んだことを意味する。他方、我が国における課税所得の弾力

性に関する実証研究においては、課税所得の弾力性は 0.051～0.18 という比較的小さい値と

されている。その結果、我が国の最適な最高限界税率は、ほとんどの場合、60%以上であり、

現行の所得税の最高限界税率について引上げの余地があるとの結果を得た。また、これま

での我が国における課税所得の弾力性の推計値が米国と比較して小さい理由として、源泉

徴収・年末調整制度や給与所得控除の影響の可能性が考えられる。 
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